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“税務の職場”
何でも110番
zenkokuzei@aol.com

全
国
税
は
、
職
場
で
起
こ
っ
た

問
題
を
解
決
す
る
た
め
「
税
務

の
職
場
、
何
で
も
一
一
○
番
」

を
常
時
設
置
し
て
い
ま
す
（
電

話
と
Ｆ
Ａ
Ｘ
は
上
記
の
番
号
ま

で
ど
う
ぞ
）。

◇ 全国税ホームページ ◇
http://www.kokko-net.org/zenkokuzei
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「
戦
争
法
案
」に

反
対
す
る
行
動

や
デ
モ
が
学
生

や
高
校
生
ま
で

ひ
ろ
が
っ
て
い

ま
す
。
７
月
　31

日
は
学
者
と
学
生
に
よ
る
初

の
共
同
行
動
が
国
会
周
辺
で

行
わ
れ
、
２
万
５
０
０
０
人

が
参
加
し
ま
し
た
。「
安
全

保
障
関
連
法
案
に
反
対
す
る

学
者
の
会
」と
学
生
組
織「
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｌ
Ｄ
ｓ
」の
主
催
で
す
。

８
月
２
日
に
は
渋
谷
で
高
校

生
の
デ
モ
が
行
わ
れ
ま
し

た
。「
Ｔ
―
ｎ
ｓ
Ｓ
Ｏ
Ｗ
Ｌ

～
私
た
ち
は
戦
争
法
案
に
反

対
す
る
た
め
に
立
ち
上
が
っ

た
」
と
い
う
グ
ル
ー
プ
の
メ

ン
バ
ー
で
す
▼
参
加
し
た
若

者
は
発
言
し
ま
す
。　
の
関

11

連
法
案
の
名
前
す
ら
い
え
な

い
議
員
に
よ
る
審
議
を
見
て

い
る
と
腹
が
立
つ
。
ま
と
も

な
議
論
が
で
き
な
い
の
に

「
必
要
」
だ
と
言
い
、
憲
法
上

の
議
論
に
つ
い
て
説
明
さ
れ

て
い
な
い
。
憲
法
を
無
視
す

る
こ
と
は
国
民
を
無
視
す
る

こ
と
▼
若
者
は
健
全
だ
。

〈
出
題
〉
九
段
　
西
村
一
義

中
級
ク
ラ
ス

〈
ヒ
ン
ト
〉銀
の
う
ま
い
活
用

で
…
…
。

（
　
分
で
三
段
）

10

　　　　　 生活改善ほど遠い 月例給0.36％
 一時金0.1ヵ月

2
年
連
続
の
プ
ラ
ス
勧
告

2015人事院勧告の特徴

〈給与勧告〉
○官民格差0.36％（1,469円）

○一時金0.1カ月分の改善

○初任給を2,500円引上げ

○全ての号俸の引上げ

○地域手当の支給割合を給与法どおり実施

○単身赴任手当と広域異動手当の改定

〈勤務時間勧告〉
○全ての職員を対象に「フレックスタイム制」を導

入

〈公務員人事管理報告〉
○人材確保のため公務の魅力を積極的に発信

○意欲と能力のある女性職員の登用を促進

○Off-JTの充実に向けた具体策を検討

○人事評価結果を任免・給与等へ適切に活用

○フレックスタイム制、テレワークの推進

○長時間労働慣行の見直し

○仕事と家庭の両立支援の促進

○心の健康づくりの促進

○ハラスメント防止対策のため、パワハラの啓発

資料の配付

○高齢層職員の能力及び経験の活用

不
十
分
な
賃
上
げ

　
世
代
間
の
比
較
で
は
、
民

間
と
の
格
差
が
顕
著
で
あ
っ

た
初
任
給
に
厚
く
配
分
す
る

と
と
も
に
、
再
任
用
職
員
の

　
し
か
し
、
物
価
高
の
な
か

で
、
賃
上
げ
の
水
準
が
０
・

　
％
し
か
な
く
生
活
改
善
で

36き
る
賃
金
水
準
に
は
、
ほ
ど

遠
い
内
容
で
す
。
官
民
と
も

に
少
な
く
と
も
消
費
税
率
引

賃
金
引
上
げ
や
、
退
職
金
、

非
常
勤
職
員
の
賃
金
改
善
に

も
波
及
す
る
全
俸
給
表
の
改

定
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
労
働

組
合
の
た
た
か
い
の
反
映
で

あ
り
、
評
価
で
き
ま
す
。

き
上
げ
程
度
の
賃
上
げ
が
行

わ
れ
な
け
れ
ば
相
対
的
に
は

賃
下
げ
に
等
し
く
、
そ
の
点

で
　
人
勧
は
不
十
分
で
す
。

15
勤
勉
手
当
に
配
分

　
一
時
金
の
改
定
で
は
、
民

間
の
支
給
状
況
を
踏
ま
え
、

０
・
１
カ
月
分
の
引
上
げ
を

行
い
ま
し
た
。
し
か
し
、
全

て
勤
勉
手
当
に
配
分
し
て
お

り
、
期
末
手
当
に
は
改
定
が

あ
り
ま
せ
ん
。

東京高裁前集会に参加した全国税組合員

　
新
人
事
評
価
制
度
に
お
け

る
評
価
で
、
高
率
や
低
率
も

あ
る
な
か
で
、
賃
上
げ
が
全

て
の
職
員
に
均
一
に
反
映
さ

し
て
も
「
一
層
の
工
夫
」
を

求
め
て
い
ま
す
。

　
一
方
で
、
定
年
延
長
に
つ

い
て
は
、
改
め
て
意
見
の
申

出
を
行
う
姿
勢
を
見
せ
て
お

ら
ず
、
不
満
が
残
り
ま
す
。

　
政
府
の
求
め
る
「
フ
レ
ッ

ク
ス
タ
イ
ム
制
」
の
導
入
勧

告
の
一
方
、
労
働
者
の
求
め

る
定
年
延
長
は
店
晒
し
す

る
。
こ
う
し
た
人
事
院
の
逆

立
ち
し
た
姿
勢
が
厳
し
く
問

わ
れ
ま
す
。

　
人
事
院
は
、
人
勧
に
併
せ

て
「
公
務
員
人
事
管
理
に
関

す
る
報
告
」も
行
い
ま
し
た
。

　
そ
の
な
か
で
は
、「
高
齢

層
職
員
の
能
力
及
び
経
験
の

活
用（
雇
用
と
年
金
の
接

続
）」と
題
し
、
フ
ル
タ
イ
ム

中
心
の
再
任
用
の
実
現
に
向

け
て
、
各
府
省
に
対
し
て
、

計
画
的
に
「
能
力
及
び
経
験

を
有
効
に
活
用
で
き
る
配

置
」
や
「
受
け
入
れ
態
勢
の

整
備
」
な
ど
を
求
め
、
同
時

に
定
員
管
理
の
面
が
あ
る
と

定
年
延
長
、店
晒
し

宛
姐

鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵
鯵

　
全
て
の
職
員
を
対
象
に
、

「
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
」を

導
入
す
る
勤
務
時
間
法
「
改

正
」
の
勧
告
が
行
わ
れ
ま
し

た
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
政
労
使

合
意
を
前
提
に
導
入
さ
れ
て

い
る
実
例
も
あ
る
「
フ
レ
ッ

ク
ス
」
を
冠
し
て
は
い
ま
す

が
、
労
働
者
が
自
由
に
出
退

勤
時
間
を
指
定
で
き
る
も
の

で
は
な
く
、
実
際
は
、
単
に

労
働
時
間
を
割
り
振
る
も
の

に
過
ぎ
ま
せ
ん
。

　
超
過
勤
務
と
未
払
い
残
業

が
ま
ん
延
す
る
公
務
職
場

に
、
出
勤
時
間
を
早
め
る

「
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
」が

導
入
さ
れ
れ
ば
、
そ
の
分
、

れ
ず
、
問
題
が
あ
り
ま
す
。

地
域
間
格
差
が
拡
大

　
　
勧
告
の
「
給
与
制
度
の

14
総
合
的
見
直
し
」
に
基
づ
く

地
域
手
当
の
給
与
法「
改
正
」

が
既
に
行
わ
れ
て
お
り
、　15

人
勧
に
は
、
地
域
手
当
の
支

給
割
合
を
平
成
　
年
４
月
１

28

日
か
ら
実
施
す
る
こ
と
の
内

容
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

　「
給
与
制
度
の
総
合
的
見

直
し
」
で
は
、
俸
給
表
水
準

が
削
減
さ
れ
る
な
か
で
、
東

京
を
は
じ
め
と
す
る
大
都
市

圏
で
は
厚
く
地
域
手
当
を
配

分
す
る
内
容
と
な
っ
て
お

り
、
そ
の
実
施
は
地
域
間
格

差
の
拡
大
に
直
結
し
ま
す
。

非
常
勤
は
棚
上
げ

　
　
勧
告
で
は
、
劣
悪
な
処

15
遇
に
据
え
置
か
れ
て
い
る
非

常
勤
職
員
の
労
働
条
件
改
善

に
は
触
れ
ず
、
夏
季
休
暇
新

設
な
ど
の
根
強
い
要
求
に
は

全
く
応
え
て
い
ま
せ
ん
。

　
職
場
は
、
非
常
勤
職
員
な

し
に
は
一
日
た
り
と
も
運
営

で
き
な
い
状
況
で
あ
り
、
労

働
条
件
改
善
は
待
っ
た
な
し

で
す
。

　
人
事
院
は
８
月
６
日
、
政
府
と
国
会
に
対
し
て
、
２
０
１
５
年
人
事
院
勧
告
を
提

出
し
ま
し
た
。　
勧
告
は
、
①
官
民
格
差
が
０
・
　
％
あ
る
と
し
て
、
俸
給
表
の
水

15

36

準
を
１
、
４
６
９
円
改
善
す
る
と
と
も
に
、
②
一
時
金
は
０
・
１
カ
月
分
の
改
善
、

③
水
準
の
配
分
は
す
べ
て
の
号
俸
の
引
上
げ
の
原
資
と
し
つ
つ
、
④
初
任
給
を
２
、

５
０
０
円
引
き
上
げ
る
、
と
い
う
内
容
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
全
て
の
職
員
を

対
象
に
し
た
「
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
」
の
導
入
を
内
容
と
す
る
「
勤
務
時
間
に
関

す
る
勧
告
」
も
提
出
し
ま
し
た
。

長
時
間
労
働
が
定
着
す
る
だ

け
と
な
り
ま
す
。

　
人
事
院
は
、
導
入
に
あ

た
っ
て
「
超
過
勤
務
が
増
加

し
な
い
よ
う
に
す
る
必
要
が

あ
る
の
み
で
な
く
超
過
勤
務

を
縮
減
す
る
方
向
で
の
働
き

方
の
推
進
が
重
要
」
と
し
て

い
ま
す
。
そ
う
で
あ
れ
ば
超

勤
縮
減
自
体
に
有
効
な
対
策

と
規
制
を
行
う
こ
と
こ
そ
、

労
働
基
本
権
の
代
償
機
関
に

は
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

姶 逢娃娃娃娃娃娃娃娃娃娃娃娃娃娃

姶逢 娃娃娃娃娃娃娃娃娃娃娃娃娃

人事院勧告

全
号
俸
に
賃
上
げ
反
映

初
任
給
に
2
、5
0
0
円

長
時
間
労
働
に
反
対

　
逆
立
ち
す
る
人
事
院

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
、強
行
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い
ま
す
。

　
猶
予
制
度
の
説
明
は
し
て

い
る
よ
う
で
す
が
、
実
際
の

と
こ
ろ
は
「
疑
心
暗
鬼
」
状

態
で
し
ょ
う
か
？

○
再
任
用
職
員
の
話
に
よ
れ

ば
、
今
ま
で
は
給
与
と
一
部

の
年
金
で
生
活
し
て
き
た
。

　
月
支
給
分
か
ら
は
５
万
円

12位
の
大
幅
な
減
少
だ
そ
う
で

す
。　
月
の
厚
生
年
金
と
共

10

済
年
金
の
統
合
の
た
め
だ
そ

う
で
す
。
生
活
者
か
ら
見
れ

ば
、
こ
ん
な
あ
く
ど
い
こ
と

は
あ
り
ま
せ
ん
よ
ね
。
Ｗ
Ａ

Ｎ
に
掲
載
の
共
済
年
金
だ
よ

り
に
は
、　
月
１
日
ま
で
に

10

　
歳
に
な
れ
ば
、「
配
慮
措

61置
」
が
あ
る
そ
う
で
す
。
配

慮
措
置
と
は
何
じ
ゃ
！
　
馬

鹿
に
し
て
い
ま
す
よ
ね
。

○
時
報
お
お
さ
か
５
月
号

に
、
明
石
署
「
エ
コ
キ
ヤ
ッ

プ
」
で
社
会
貢
献
活
動
・
回

収
箱
を
設
置
し
、
ポ
リ
オ
ワ

ク
チ
ン
や
障
害
者
支
援
に
充

て
ら
れ
る
エ
コ
キ
ヤ
ッ
プ
推

進
運
動
」
に
取
り
組
み
、

ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
キ
ヤ
ッ
プ
　50

㎏
（
約
２
万
１
５
０
０
個
）

で
ポ
リ
オ
ワ
ク
チ
ン
が
　
人
25

全
国
税
・
愛
知
支
部
定
期

大
会
で
の
発
言
か
ら

【
愛
知
東
支
部
】

　
転
居
を
伴
う
配
転

　
転
居
を
伴
う
配
転
が
、

深
刻
な
事
態
に
な
っ
て
い

ま
す
。
特
に
、
若
手
の
独

身
職
員
が
深
刻
で
す
。

　
赴
任
期
間
が
、
保
障
さ

れ
て
い
ま
せ
ん
。

　
寮
が
、
確
保
さ
れ
て
い

ま
せ
ん
。
す
ぐ
に
（
７
月

　
日
か
ら
）
仕
事
を
始
め

13な
い
と
い
け
ま
せ
ん
。
１

週
間
程
度
、
ホ
テ
ル
住
ま

い
で
通
勤
し
て
い
ま
す
。

　
そ
の
後
、
自
分
で
、
ア

パ
ー
ト
を
さ
が
し
て
い
ま

す
。
こ
う
い
う
事
例
を
名

古
屋
局
で
、
複
数
、
き
い

て
い
ま
す
。

　
全
職
員
の
５
％
が

　
　
再
任
用
職
員

　
今
年
７
月
の
定
期
異
動

後
、
名
古
屋
局
の
全
職
員

の
５
％
が
再
任
用
職
員
に

な
り
ま
し
た
。

　
再
任
用
の
３
人
に

　
　
　
　
１
人
が
上
席

　
再
任
用
職
員
の
３
人
に

１
人
が
、
上
席
で
の
再
任

用
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
フ
ル
タ
イ
ム
（
週
５
日

勤
務
）
で
月
額
３
万
円
、

週
４
日
勤
務
で
月
額
２
万

円
、
上
席
で
の
再
任
用
と

調
査
官
で
の
再
任
用
と
で

賃
金
の
差
が
出
ま
す
。

配
慮
措
置
と
は
何
じ
ゃ
！

【
近
畿
・
東
大
阪
支
部
】

コ
ラ
ム
・
私
鉄
沿
線
よ
り

○
申
請
に
よ
る
猶
予
制
度

が
４
月
よ
り
実
施
さ
れ
て

分
、
Ｂ
Ｃ
Ｇ
は
　
人
分
に

71

な
る
。
社
会
に
貢
献
と
あ

り
ま
し
た
。
東
署
で
は
３

月
末
で
取
り
止
め
に
な
っ

て
し
ま
い
、
残
念
で
す

ね
。

○
文
書
発
送
に
は
細
心
の

注
意
を
払
っ
て
い
る
こ
と

は
誰
も
同
じ
気
持
ち
で
す

ね
。
で
も
ね
、
こ
ん
な
に

忙
し
く
て
は
ね
え
。
こ
こ

を
改
善
す
る
こ
と
が
先
で

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

当
署
で
も
同
じ

【
名
古
屋
中
村
分
会
】

　「
着
任
早
々
忙
し
い
」と

の
情
報
が
あ
り
ま
し
た

が
、
当
署
で
も
同
じ
で

す
。
発
令
後
に
、　
日
の

10

午
後
か
ら
新
任
署
で
挨
拶

回
り
を
し
、
荷
物
を
片
づ

け
て
そ
の
ま
ま
着
任
す
る

職
員
が
か
な
り
い
ま
す
。

　
　
日
（
月
）
か
ら
は
仕

13
事
に
追
わ
れ
て
い
ま
す
。

７
月
　
日
に
新
任
署
で
出

14

張
し
た
職
員
も
い
ま
す
。

霞

我

俄

牙

蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊

蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊蚊

峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨

峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨
峨

『
税
金
２
０
１
5
』が
で
き
ま
し
た
。

　
全
国
税
税
研
中
央
推
進
委
員
会
編
集
の
『
税
金
２
０

１
5
』（
A
4
判
　
頁
）
が
で
き
上
が
り
ま
し
た
。
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　「『
暴
走
す
る
安
倍
政
権
の
庶
民
大
増
税
路
線
を
斬
る

—
国
民
本
位
の
税
財
政
を
め
ざ
し
て
—
』」
を
中
心
テ
ー

マ
に
開
か
れ
た
「
第
　
回
税
研
全
国
集
会
」
を
収
録
し

54

た
本
号
は
、
鶴
田
廣
巳
・
関
西
大
学
教
授
の
講
演
な
ど
を

収
録
し
て
い
ま
す
。

※
お
申
し
込
み
は
、全
国
税
本
部
、組
合
員
ま
で

意　見　陳　述　書（抜粋）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　２０１５年７月８日
　東京高等裁判所第15民事部　御中
　　　　　　　　　　　　控訴人　日本国家公務員労働組合連合会行政職部会
                                                                             理事長　　　　宮　垣　　忠
第１　はじめに
　２０１４年10月30日に、東京地裁民事第19部が、本件賃下げ違憲訴訟で、政府も国
会議員も人事院勧告を尊重していく姿勢を示していたという事実と異なる認定をし
て、人事院勧告にもとづかない賃金の引き下げを合憲と判示し、国公労連との誠実交
渉義務違反も認定せず、私たち原告の請求をすべて棄却する不当判決を行いました。
　憲法遵守義務を負い、法の番人である裁判官としての矜持も感じられない、政府い
いなりの「判決」であり、到底納得できるものではなく、控訴した次第です。

２　給与減額の「理由」の空疎さと減額による国家公務員の被害の実態
　原判決は、裁判で取り調べた証拠によって明らかとなった事実、とりわけ、給与減
額の「理由」の空疎さと減額による国家公務員の被害の実態をあえて無視しました。
２年間にも及ぶ給与減額が終了した２０１４年３月末日の段階で、東日本大震災の復興財
源とされていた復興特別法人税が１年間前倒しで廃止されました。復興特別法人税の
廃止による税収の減額は、約８０００億円であり、この２年間の国家公務員の給与減額の
総額である約５８００億円をはるかに上回っています。
　人事院勧告を無視してまで給与減額を強行しておきながら、支払い能力のある企業
に対して、その総額をはるかに上回る減税を行ったことは、財政難の克服や東日本大
震災の復興財源の確保という給与減額の理由が空疎なものであったことを示していま
す。そればかりか、いまや政府は、東日本大震災の復興財源について、２０１６年度から
５年間を「復興・創生期間」として、自治体に一部負担を求め、被災自治体の猛反発
をかっています。
　給与改定・臨時特例法による給与減額措置によって、控訴人らの損害額は、ひとり
平均約１０２万円、多い人では２００万円以上に達します。　給与を減額された仲間は、予
想外の減収を強いられたため、貯金を取り崩したり、保険を解約したりして、生活を
やりくりしましたが、そのしわ寄せは、こどもに学習塾や水泳教室に行くのを我慢さ
せたり、進学先を行きたい高校から授業料の安い高校に変えたりするなど、家族にも
及び、生活設計を狂わされました。
　また、職場では、毎年の定員削減によって、一人あたりの業務量が増えているなか、
全体の奉仕者としての責任を果たすために、精一杯、業務に励んでいます。それにも
かかわらず、いままでの賃金決定ルールを無視して、なぜ、人事院勧告によらずに、
一方的に賃金が大幅に引き下げられなければならないのか。このままでは、公務員労
働者は無権利状態ではないかと、職場の仲間は、激しい怒りと憤りを感じています。
　―中略―
第５　最後に

　私たちが、賃下げ違憲訴訟を起こしたのは、国家公務員の賃金が約６２５万人の地方

公務員や独立行政法人、民間労働者の賃金に直接影響するために、「賃下げの悪循環」

を断ち切り、すべての労働者の賃上げを勝ち取るためです。

　裁判で、このまま被控訴人である国の主張が認められることにでもなれば、今後、

政府は、いつでも、財政難を理由にして、人事院勧告制度を無視し、労働組合とのま

ともな交渉もせずに公務員給与を引き下げることが可能となります。そうなれば、憲

法第28条が、全ての勤労者に労働基本権を保障しているのに、私たち公務員労働者

は、憲法第28条の規定する勤労者ではなくなって、無権利状態に陥り、労働組合も

無意味なものにさせられてしまいます。　高等裁判所の公正な判断を心からお願いし

て、国公労連を代表しての私からの陳述とさせていただきます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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 「公正な判決を求める」

 高裁あて署名にご協力ください

賃下げ違憲訴訟、高裁第１回口頭弁論開く

　
7
月
8
日
東
京
高
裁
で
開
廷
さ
れ
た
第
一
回
控
訴
審
で
は
、
原
告
を
代
表
し

て
宮
垣
日
本
国
家
公
務
員
労
働
組
合
連
合
会
行
政
職
部
会
理
事
長
が
、
意
見
陳

述
を
お
こ
な
い
ま
し
た
。

　
意
見
陳
述
書
の
内
容
を
抜
粋
し
て
掲
載
し
ま
す
。

姶 逢娃娃娃娃娃娃娃

姶逢 娃娃娃娃娃娃娃

　
人
事
院
勧
告
で
若
干
の
給

与
改
定
が
勧
告
さ
れ
ま
し
た

が
、
国
家
公
務
員
の
賃
金
が

与
え
る
影
響
は
少
な
く
あ
り

ま
せ
ん
。

　「
ア
ベ
ノ
ミ
ッ
ク
ス
」
の

下
、
貧
困
と
格
差
が
広
が

り
、
非
正
規
労
働
者
は
２
０

１
２
万
人
と
増
え
続
け
て
い

ま
す
。

　
年
収
２
０
０
万
円
以
下
の

「
働
く
貧
困
層
」の
一
千
万
人

超
は
２
０
１
３
年
で
８
年
連

続
と
な
り
、
今
や
６
人
に
１

人
が
貧
困
状
態
で
す
。

　
口
頭
弁
論
後
の
報
告
集
会

で
、
宮
垣
委
員
長
は
、
｢
政

府
い
い
な
り
の
地
裁
判
決
で

あ
り
、
と
う
て
い
納
得
で
き

る
も
の
で
は
な
い
｣
と
述

べ
、
｢
国
家
公
務
員
の
賃
金

が
約
６
２
５
万
人
の
地
方
公

務
員
や
独
立
行
政
法
人
、
民

間
労
働
者
の
賃
金
に
影
響
す

る
た
め
に
、
賃
下
げ
の
悪
循

環
を
断
ち
切
り
、
す
べ
て
の

労
働
者
の
賃
上
げ
を
勝
ち
取

る
た
め
｣
と
改
め
て
裁
判
の

目
的
に
つ
い
て
強
調
し
、
公

正
な
判
断
を
求
め
ま
し
た
。

　
国
公
労
連
・
全
国
税
は
逆

転
勝
訴
を
求
め
、
東
京
高
裁

あ
て
｢
公
正
な
判
決
を
求
め

る
署
名
｣
に
取
組
ん
で
い
ま

す
。
　
国
家
公
務
員
に
対
す
る
不

当
な
賃
下
げ
を
許
さ
ず
、
民

間
の
賃
上
げ
に
つ
な
げ
る
た

め
に
も
、
署
名
に
ご
協
力
く

だ
さ
い
。

報
告
集
会
で
挨
拶
す
る
宮
垣
理
事
長
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